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凡     例 

 

 

１ 本書は、「令和５年度地方財政状況調査」、「令和５年度地方公営企業決算状況調査」、

「令和５年度公共施設状況調査」及び｢財政健全化法に規定する健全化判断比率等｣に基

づき作成した。 

 

２ 調査期日 

  地方財政状況調査         令和６年５月３１日現在 

  地方公営企業決算状況調査     令和６年３月３１日現在 

   （ただし、法非適用企業については令和６年５月３１日） 

  公共施設状況調査         令和６年３月３１日 

 上記と異なる場合は、その都度表示した。 

 

３ 調査団体 

  令和６年３月３１日現在における市町村、一部事務組合及び広域連合 

 

４ 会計の区分 

  地方公共団体の会計には、一般会計のほかに多くの特別会計があり、これらの会計は 

 各団体とも同一の基準で区分されていないので、本書における会計の区分は、次のとお

りとする。 

  

(1) 普通会計 

   公営事業会計以外の会計を総合して一つの会計としてまとめたものをいう。したが

って、一般会計の中で、公営事業会計に係る全部又は一部の収支（新たに建設中のも

のを含む。）を経理している場合においては、これに係る一切の収支は普通会計から分

別して、公営事業会計中の該当会計において経理されたものとして取り扱っている。  

 

(2) 公営事業会計 

  ア 公営企業会計  

次に掲げる事業に係る会計をいう。 

   (ｱ) 水道事業（簡易水道事業を除く。） 

   (ｲ) 工業用水道事業 

   (ｳ) 交通事業（路面電車事業、軌道事業、鉄道事業、自動車運送事業、懸垂電車等

事業、船舶運航事業）[県内市町村には該当なし] 

   (ｴ) 電気事業 

   (ｵ) ガス事業[県内市町村には該当なし] 

   (ｶ) 簡易水道事業 

   (ｷ) 港湾整備事業（埋立事業並びに荷役機械、上屋、倉庫、貯木場及び船舶の離着



 

 

岸を補助するための船舶を使用させる事業に限る。）[県内市町村には該当なし] 

   (ｸ) 病院事業 

     病院とは、医療法第１条の５第１項に規定する病床数２０床以上の施設を有す

るものをいう。なお、国民健康保険事業会計の直診勘定に属する病床数２０床以

上の施設を有する病院については、同会計から分離して公営企業会計の病院事業

として取り扱い、一般行政上の目的から経営しているもの、例えば大学附属病院、

独立の伝染病院等で法非適用のものについては、病床数の如何にかかわらず、病

院事業として取り扱っていない。 

   (ｹ) 市場事業 

   (ｺ) と畜場事業 

   (ｻ) 観光施設事業（休養宿泊施設事業、索道事業（ロープウェイ、スキーリフト等）、

その他観光事業）[県内市町村には該当なし] 

(ｼ) 宅地造成事業（住宅造成事業、臨海土地造成事業、その他造成事業） 

   (ｽ) 下水道事業（公共下水道事業（特定公共下水道事業及び特定環境保全公共下水 

道事業を含む。）、流域下水道事業、農業集落排水事業、漁業集落排水事業、林業 

集落排水事業、簡易排水事業、小規模集合排水処理事業、特定地域生活排水処理 

事業、個別排水処理事業）      

（ｾ）有料道路事業（観光地有料道路事業を含む。）[県内市町村には該当なし] 

(ｿ) 駐車場整備事業（観光地駐車場整備事業を含む。）[県内市町村には該当なし] 

(ﾀ) 介護サービス事業[県内市町村には該当なし] 

  イ その他の公営企業会計 

    ア及びウからケまでに掲げる事業以外の事業で地方公営企業法の全部又は一部を

適用している事業に係る会計をいう。 

   ウ  収益事業会計[県内市町村には該当なし] 

    競馬、自転車競争、モーターボート競走、小型自動車競走及び宝くじの各事業に

係る会計をいう。 

  エ 国民健康保険事業会計 

    市町村が行う国民健康保険に係る会計で、国民健康保険事業勘定及び国民健康保

険直営診療施設勘定（病床数 20 床以上の病院については、公営企業会計の病院事業

としている。）をいう。 

  オ 介護保険事業会計 

        介護保険法により市町村が行う介護保険事業に係る会計をいう。ただし、指定介

護老人福祉施設、介護老人保健施設、老人短期入所施設、老人デイサービスセンタ

ー、指定訪問看護ステーションの５つの施設により介護サービスを提供する事業（地

方自治法第２４４条の２第８項に基づき「利用料金制」をとるものは除く。）につい

ては、公営企業会計の介護サービス事業として取り扱うものとする。 

  カ 後期高齢者医療事業会計 

    高齢者の医療の確保に関する法律により市町村及び広域連合が行う後期高齢者医

療事業に係る会計をいう。 

  



 

 

 キ 農業共済事業会計[県内市町村には該当なし] 

    農業災害補償法により市町村が行う農業共済事業に係る会計をいう。 

  ク 交通災害共済事業会計 

    市町村が条例等により直接行う交通災害共済事業に係る会計をいう。 

  ケ 公立大学附属病院事業会計[県内市町村には該当なし] 

    市町村が設置する大学の附属病院事業に係る会計をいう。 

 

５ その他 

  各項目についての計数は、表示単位未満を四捨五入したものである。したがって、そ

の内訳は合計と一致しない場合がある。 

  なお、各項目の詳細な計数は「資料編」に集録してある。 
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